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Ⅰ　はじめに

１．Suicide Registerとは
	 OECD（経済協力機構）の2013ファクトブックには、
次のような記述がある１）。「OECD 加盟34ヵ国において
1990年以降、自殺死亡率を40％以上低下させた国は、デ
ンマーク、エストニア、ハンガリー、フィンランド、
オーストラリアである」。これらの国のうち少なくとも
デンマーク２，３）、フィンランド４）、オーストラリアの一
部の州５）にはシステムとしての Suicide Register もしく
はそれに近いものが存在する。
	 Suicide Register とは、直訳すると自殺死亡情報の登
録であり、その実態は自殺死亡における個々のケースの
情報、例えば、性、年齢、死因、手段、動機、疾患、背
景要因などを登録する制度およびシステムである。し
かし、実際は単に登録をするだけでなく、実態把握、分
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進モデルとして広く知られているが、自殺予防上も重要な役割を果たしている。
　制度の違いはあるものの、この先進モデルにある自殺データベースを知ることは、死因究明制度の構築が議論され
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実践研究

析、予防対策の提言の根拠といった自殺対策に果たす役
割も持っている。
	 また、OECD ファクトブックの記述にはないものの、
1970年代から一貫として自殺率の低下傾向を示してい
るスウェーデンにも同様の登録システムが存在する６，７）。
これら自殺死亡率の低下した国のいくつかは Suicide 
Register が役割を果していることが考えられる。

２．�ビ ク ト リ ア 州 の コ ロ ナ ー 事 務 所 とVictorian 
Suicide Register

	 世界で最も死因究明制度が進んでいると言われるオー
ストラリア連邦ビクトリア州では８，９）、死因究明が公
衆の健康と安全の増進（Public Health and Safety）に
貢献していることはよく知られている９－11）。その中心
的な役割を果たす公的機関はビクトリア州コロナー事
務所（Coroners Court of Victoria：CCOV）と、コロ
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ナー事務所に隣接するかたちで1988年に設立されたビ
クトリア法医学研究所（Victorian Institute of Forensic 
Medicine：VIFM）である。
	 コロナー制度ではコロナーが権限をもって死因究明
を行うが、ビクトリア州では、異状死のすべては届け
られ、予備調査（外表、死亡時画像診断（Ai）、中毒検
査）が行われる。そして遺体の解剖が必要な場合はコロ
ナーが VIFM に解剖を指示している（図１）。そして死
因究明を通して明らかになったことは、コロナーが類似
死亡例の再発予防につなげる。この再発予防は自殺に限
らず交通事故や不慮の事故、死因が明らかでない事例な
どを対象とする。こういった再発予防に着手する際、コ
ロナーはコロナー予防ユニット（Coroners Prevention 
Unit：CPU）に援助を求めることができる。
	 CPU は予防の役割を重視し専門的にコロナーをサ
ポートする部門として2009年にコロナー事務所内に設置
された部署である。CPU の主な業務は、死亡に関する
データの収集と分析、死因究明と証拠の分析においての
コロナーへのサポート、ガイドラインの確認、政府内外
の専門家との連絡調整、予防の領域の文献レビュー、類
似例の情報提供、予防や未然防止に焦点を置いた報告な
どである。またビクトリア州の予防できる死亡を減らす
ことを目的とするコロナー制度の一部となっている。つ
まりコロナ―予防ユニット（CPU）はコロナーが社会に

おいて、エビデンスに基づく公衆衛生の進展や安全・安
心な暮らしを築くような役割を果たせるようサポートし
ている12）。そしてこの CPU にある Suicide Register がビ
クトリア自殺死亡情報登録システム（Victorian Suicide 
Register：VSR）である。

３．目的
	 筆者らは2014年８月26日および29日にコロナー事務
所とビクトリア法医学研究所を訪問する機会を得て、
Suicide Register の開発者や担当者およびビクトリア法
医学研究所副所長より、直接、話をうかがうことができ
た。
	 本稿では、コロナー事務所にあるビクトリア自殺死亡
情報登録システム（VSR）について、その概要や自殺予
防に果たす役割について紹介する。日本においてこれま
で Suicide Register に関する報告・研究はなされていな
い。今日、死因究明制度の見直しが議論されているが、
死因究明を再発予防につなげる実践例を示すことは、日
本の死因究明制度の方向性を検討する上で意義のある報
告であると考える。
	 なお、本稿は訪問の際のインタビュー、すでに公表さ
れている資料、そして帰国後に新たに受けた情報提供な
どを中心に執筆している。VSR の担当者やビクトリア
法医学研究所副所長らに対するインタビューについて
は、テープ起しをして和訳したものを本稿で引用してい
るが、その部分は二重鍵括弧で示している。

Ⅱ　ビクトリア州のVSR

１．VSRの背景
１）ビクトリア州の自殺死亡数
	 ビクトリア州はオーストラリア大陸の南東部に位置
する州で、人口は約535万人（2011センサス）である。
2012年の自殺死亡数はオーストラリア全体では年間2574
人に対し、ビクトリア州では511人であった13）。近年の
オーストラリア連邦およびビクトリア州の自殺死亡数と
死亡率は表１に示す。
２）理念と目的
	 自殺はオーストラリアにおいても主要な死因となり、
コロナーはしばしば予防ユニット（CPU）からの自殺
予防に関するサポートを必要としていた。その主なもの
は、自殺者が経験していたかもしれないストレス状態の
より詳細な状況や、自殺直前のサービス（医療保健福

図１　ビクトリア州の死因究明

引用：警察庁刑事局捜査第一課「オーストラリア（ビクトリア州）
における死因究明制度の概要」
※一部改編（犯罪死の見逃し防止に資する死因究明制度の在り方
に関する研究会第６回会議（平成22年７月２日開催）資料）

表１　オーストラリアおよびビクトリア州の自殺死亡数（率）　2003～2013
年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

豪州　全体 人 2,214 2,098 2,101 2,118 2,227 2,341 2,335 2,478 2,392 2,574 2520
率 11.2 10.5 10.4 10.4 10.7 11.0 10.8 11.3 10.7 11.3 10.9

ビクトリア州 人 540 521 505 485 473 544 576 558 526 511 488
率 11.0 10.5 10.0 9.5 9.1 10.3 10.7 10.2 9.5 9.1 8.5

ビクトリア州の自殺死亡率は州人口の年次推移を用いての概算
引用：Australian Bureau of Statistics 　3303.0 Causes of Death, Australia, 2013　 Table 3.2　
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祉・行政や民間など）の利用状況の把握であった14）。そ
こで CPU において自殺死亡の情報登録（レジスター）
が検討され、先行するクイーンズランド州の自殺死亡情
報登録システム（Queensland Suicide Register：QSR）
を参考に VSR が2011年に開発された。その後、システ
ムの修正・改変を重ね、2013年５月より現在のバージョ
ンが稼働している。
	 ビクトリア自殺死亡情報登録システム（VSR）は自
殺データベースであるが、目的の１つが『予防ユニット

（CPU）による、死者の（自殺する）意図に疑問を持つ
コロナーを支援する』ことであり、個々のケースごとに
CPU が回答できるようデータ管理されている。
	 このシステムの根底にある原理および理念とは、『結
果として自殺に至ってしまった人の人生に関する全ての
情報の把握』である。設計段階では『速やかに特定した
り分析したりをするためのデータベース』か『自殺に関
連する要因は何が関連しているのかわからないため、で
きるだけ多くのデータを集める』といった２つの相反す
る方向性、つまり迅速に分析するために必要なだけの
データベースなのか、それとも時間をかけてもできるだ
け多くの情報を集めるデータベースであるのかといった
ことが検討された。そして『オーストラリア全体では国
家として自殺情報の収集がミニマムデータセット（前
者）であり』、『データを集めるだけでは、死を防止する
新しい洞察（insight）を得ることができない』ことや、

『死を防止する多くの機会を逃さないため』に、最終的
にはコロナー支援の目的を考え後者となった。
	 また、VSR の担当者は自殺を『信じられないほど複
雑な行為』であるととらえている。したがって VSR に
おいては自殺死亡者の背景については、自殺に至ってし
まった人生が記録できるよう、極めて具体的、かつ多く
のデータを登録する。また自由記述欄（Notes）も重視
し、ほぼ字数制限なしでストレス要因、対人関係、検査
結果などを記録している。
３）データソース
　データ収集については、コロナーが権限をもって警察
や関係機関に指示を出すことができることから、多方
面からあらゆる情報が集められる。具体的には、警察、
審理報告（inquest brief）、コロナー報告（coronerʼs 
brief）、医学的な記録、医師（精神科医師、一般開業医
など）のコメント、家族や友人からのコメントなどであ
る。必要な場合は税務署のデータ（IRD サービス）も含
まれる。
　なお、コロナー事務所内にある PCSU 部門（Police 
Coronial Support Unit）は、ビクトリア州警察のスタッ
フで構成されており、異状死があった場合や火災などの
現場での調査を行っている。コロナーは考えられるあら
ゆる利益相反を避けながら、PCSU に指示を出し調査な
どを実施させている14）。
	 また、インタビューの際に質問をしたところ、ビクト

リア州では自殺死亡に際して心理学的剖検を行ってい
なかった。その理由としてビクトリア自殺登録システム

（VSR）には『多くの情報が集められているので、心理
学的剖検の方法で得られる情報はプロセスの一部として
収集されている』と説明があった。

２．VSRの実際
１）データベースの項目
	 ビクトリア自殺死亡情報登録システム（VSR）は限ら
れた者だけが閲覧できるパソコン上のシステムであり、
あらかじめ設定された入力項目によって整理された自殺
者毎のいわば個人ファイルが集積したデータベースであ
る。
	 その入力項目は約240項目におよび、彼 / 彼女の人生
を終える決定に関与したかもしれない、背景やストレ
スや他の要因を知ることができる。例えばパートナーと
の関係については、婚姻関係の有無のほか、事実婚、同
棲、恋愛関係、一時的な性的関係であったかどうかなど
を選ぶ項目がある。また精神疾患についても、自発的に
治療を行っていたかどうか、服薬状況や精神療法につい
ても確認をしている。なお、精神疾患は ICD-10を用い
て分類をしている。
２）事故と自殺　─スペクトラムとしての自殺
	 CPU は自殺をコロナーの調査に応じて３つのカテゴ
リーでとらえている。１つ目は、「コロナーが明確に断
定した自殺」であり、これは「コロナーの調査は終了
し、コロナーは死が自殺であるとはっきりわかった」も
のである。２つ目は「自殺が疑われる（処理済み）」で
あり、これは「コロナーの調査が終了していて、死因や
状況から自殺であることが明らかであるが、その意図
が遺書など明示された所見で見いだせないもの」であ
る。最後は「自殺が疑われる（未処理）」であり、これ
は「医学的に死因をみても、そして状況からも自殺であ
るが、コロナーの調査は進行中であるもの」をいう15）。
	 これとは別に、VSR を担当する予防ユニット（CPU）
のスタッフはスペクトラム（連続体）として把握するイ
メージも持っている。例えば過量服薬による死亡は、致
死性の低い「自分を故意に害する行為」を繰り返したあ
とでの事故死であったかもしれない。自殺をとらえる場
合、自殺の『意図的であったか意図的でなかったという
選択ではなく』、スペクトラムとしてとらえたほうが状
況を把握する上で実際的であるとしている。過量服薬に
よる死亡は自殺であるのかないのかということについて
は、『死んでしまった当の本人でさえそれはわかってい
なかったはずだ』とスタッフは指摘している。
	 また、交通事故において樹木に激突した単独事故で
も、自殺の可能性は考えられる。もちろんブレーキ痕の
有無で意図的であったかどうかは判断されるかもしれな
いが、それ以外に、『妻と大喧嘩をしたとか、人間関係
が破たんしていたといった証拠からも検討をする』とい
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う。

３．自殺予防とVSR
	 コロナー事務所の予防部門である CPU にある Suicide 
Register は、個々の自殺の情報ファイルの総体であると
ともに、エビデンスに基づく自殺予防対策を可能とする
データベースとなっている。また、VSR は自殺予防を
目的として、自殺に関する詳細な情報を収集・分析し、
かつ還元している。
	 ここではビクトリア自殺死亡情報登録システム

（VSR）が果たす具体的な自殺予防としての CPU レポー
トについて述べる。
	 予防ユニット（CPU）は、これまで過量服薬による死
亡や家庭内暴力による死亡について、経年変化や年齢別
データを示しつつ予防対策に資するいくつかのレポート
をウェブ上で公開している。
	 自殺に関するレポートは、2013年に VSR データを用
いてギャンブル関連の自殺について報告をしている15）。
それによると2000年１月～2012年12月の13年間に128例

（男性108例、女性20例）のギャンブルが要因となった自
殺事例があり、30歳代が最も多かったと分析をしてい
る。そしてコロナーの調査結果は、ギャンブル会場付近
に ATM があることが自殺の遠因であった事例を見出
し、コロナーが指摘する、州の責任部署（ビクトリア州
ギャンブル規制委員会）の政策作成と実行について、留
意を促さなければならないとしている。またこの128例
のうち５例は、その死亡事例が予防施策において参考に
なるものであるとし、氏名や自殺の背景などのケースを
短く示している。
　なお、ギャンブルと自殺に関する CPU のこの短いレ
ポートは、速やかに新聞などで広く報じられている16）。

Ⅲ　日本におけるSuicide Registerの可能性

１．死因究明の制度の相違
	 コロナー（司法官職）が死因究明を行う制度は、人の
死の真実を明らかにし、社会の安全を目指すものであ
り、犯罪の有無を明らかにしたり警察捜査に協力したり
することを第一の目的としていない。英国に起源をもつ
コロナー制度は、英連邦のうちのカナダ、ニュージーラ
ンド、オーストラリアなどで導入されているが、オース
トラリアでは近年、public health and safety や injury 
prevention の観点から制度を大きく捉え直していて、な
かでもビクトリア州は最も先進的な取り組みを見せてい
る17）。
	 一方で日本の死因究明制度は、届けられた異状死につ
いて警察が犯罪性の有無について検視し、身元確認や死
因調査の見分を行う。医師が立会い死因調査に協力をす
るが、その多くは警察医（警察に死体検案を嘱託されて
いる臨床医）であり、通常は外表から観察により死因を
判定する。司法解剖や行政解剖など解剖による死因究明

は届けられた異状死の約10％と少ない18，19）。
	 日本とオーストラリアとは、このように死因究明の
制度が大きく異なっているため、VSR のような Suicide 
Register はそのまま日本に導入できるものではないかも
しれない。またビクトリア州全体における自殺死亡も年
間500件程度と多くなく、自殺死亡数の件数が２万件を
超える日本と状況が違う。
	 しかし、平成26年の死因究明等推進計画検討会が示し
た最終報告書に死亡時画像診断や薬物・毒物検査の活用
が提案されるなど、現在、我が国において死因究明の制
度が変わろうとしている点を考えると、少なくとも、自
殺の実態把握について点検や見直し、そして新しい仕組
みづくりの検討はされなければならない20，21）。つまり、
自殺を事件性の有無だけで検死するだけでなく、積極的
に自殺予防を行っていく仕組みである。

２．自殺予防としてのSuicide Register	
	 2014年６月に閣議決定された死因究明等推進計画にお
いて、政府は地域において警察や行政、医師会、歯科医
師会、大学などによって構成された「死因究明等推進協
議会」の設置や活用を求めており22）、全国では2014年８
月に愛媛県、2015年４月に福岡県、６月に滋賀県で発足
している23，24）。
	 自殺に地域差があること、警察行政も都道府県単位で
あることを考えた場合、予防を目的とした自殺情報の
登録システムは、まずは都道府県で進めていくことが実
際的である。そして、警察、大学、医師会のほか、法律
家、法医学者、公衆衛生専門職らを交えた死因究明等推
進協議会のようなネットワークが主体となって、検死情
報の質の管理と、将来的なデータベースを構築すること
が考えられる。当面は警察の自殺統計原票の見直しと、
同原票と死体検案書のデータ管理の一元化を行っていく
こと、さらに警察医ができない伝聞情報の詳細の確認や
心理社会的な要因の整理・分析、これに大阪府警が着手
するような簡易な薬毒物検査25）などを組み合わせていく
などすれば、こういったことが日本型 Suicide Register
の構成要素となる。もちろんこれらシステムを作り上げ
ていく際、プライバシー権や個人情報に関することを慎
重に議論すべきであろう。
	 死因究明の推進は、公衆の健康と安全すなわち公衆衛
生の向上に資するようにも行われるものである。異状
死の約２割を占める自殺死亡の情報登録システムは、異
状死全体のデータベースの端緒となるはずである。つ
まり、調査や分析により未然に異状死（例えば熱中症、
プールや溜池での溺死など）を防ぐデータベースの構築
につながっていくものと思われる。

Ⅴ　おわりに

	 オーストラリアの中でもビクトリア州は最も進歩した
死因究明制度を取っている。そして自殺対策について
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も、近年、優れたシステムを開発した。今回の訪問でビ
クトリア自殺死亡情報登録システム（VSR）の背景や概
要を知ることができたが、日本の自殺対策においても参
考となることが多い。近い将来、こういったシステムが
日本に導入され自殺対策が推進していければと考える。
	 VSR はコロナー制度をとっている国のシステムであ
るからと制度の違いが注目されてしまうが、日本型デー
タベース構築は多少の困難は伴っても可能であると考え
られる。ビクトリア州も特に近年、思い切った改革を重
ねて今日のような世界で最も進んだ死因究明を行うに
至っている。現在のビクトリア法医学研究所（VIFM）
とコロナー事務所がある場所は、1980年代前半までは
“医学的にも法学的にも死因調査については貧弱な設備
と環境” しかなかった26）。コロナー事務所は死因究明や
避けられる死の予防のためには機能しておらず、こうし
た背景の中ビクトリア法医学研究所（VIFM）は必要に
迫られて設立されている。
	 日本は死因究明制度の改革を始めたばかりであるが、
今後もビクトリア州から学ぶことは少なくないと思われ
る。
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